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１． 0Bはじめに 
企業における生産性の向上や業務負荷の軽減を目的と
した業務改善の事例には、情報システムの導入を伴うも
のが多く見受けられる。現在ではビジネスプロセスマネ
ジメント（Business Process Management, BPM）やサ
プ ラ イ チ ェ ー ン マ ネ ジ メ ン ト （ Supply Chain 
Management, SCM）などに活用される IT ツールが多
数存在しており、ワークフローツールもそういった IT
ツールに分類されるもののひとつである。ワークフロー
ツールには業務プロセスのモニタリング機能や実績評価
機能などが備わっている。最近では内部統制強化などを
目的として導入される事例もあったが、もともとワーク
フローツールの目的は業務の効率化から始まったもので
ある。 
企業におけるワークフローツールの導入目的の 1 つと
して、決裁業務の迅速化があげられる。紙を使用した申
請業務については、承認権限を持った担当者が不在であ
ることによって承認を受けるまでに時間を要することが
多い。そのような状況に対して、ワークフローツールに
よって申請書を電子化し、あらかじめ設定された承認ル
ートで処理することで、承認者が不在の場合でも、定義
された代理承認者によって、あるいは承認者自身が出張
先から Web を利用して決裁を行うことができるように
なる。その結果、最終決裁までの業務時間が短縮され、
決裁がどこで滞っているかなどの業務全体の把握や分析
がしやすくなるといった効果も得られる。他にも、業務
に個別の情報システムを使用しており、かつそれらの連
携が手作業の場合、情報の転記による手間の発生や転記
ミスなどが起こる可能性がある。そうした問題に対して
も、基幹系のシステムとワークフローツールの連携をと
ることで改善することができるなど、さまざまな面でワ
ークフローツールは企業内の業務改善に貢献している。 
一方で大学におけるシステム導入に関して、神奈川工
科大学のモバイル学生証見られるように、大学などの教
育機関においても業務プロセスを見直し、学生や教職員
の利便性を向上させることを目的とした動きが見られる
[1]。本学においても、大学の授業や履修者の学習環境の
拡張を目的としたe-ラーニングシステムや、授業教材の
登録や学生のレポート提出をWebで行うことが可能な授
業支援システムなどが導入されている。しかし、筆者が
学生として、また授業補助員F1Fとして関わった業務に関し
ても、地理的・時間帯的な制約などを解消することで、
効率性や利便性の向上が可能だと感じられるものがある。
例えば、学生が申請業務に関わる際、必要となる書類を
作成し、窓口に直接持参して、その場で承認を受ける必
要がある。また、承認の際に書類受付担当者が不在であ
れば、学生は別の機会に再度持参することもある。窓口
側からみても、多くの学生から期日までに受け取るべき
書類を、実際にすべて受け取るまでに時間がかかる場合
があるなど業務の停滞が生じることになる。このような
地理的・時間帯的な制約によって追加作業が発生してい
ることが学生の勉学や授業補助員の業務実施の環境に影
響を与えている可能性があると考えられ、この現状に対
して、企業における事例と同様に、業務プロセスの改善
を伴ったワークフローツールの導入が解決手段の 1 つと
なるのではないかと考えられる。そこで、本研究では、
大学における業務へのワークフローツールの適用の可能
性を探るために、適用効果について実例を用いて分析す
ることを目的とする。 
 
２． 1B問題領域の設定 
前章で述べたような目的に対して本研究で取り組む範
囲は、学生にとって身近な問題であると共に学生の学習
環境や授業補助員の活動環境に関わる内容のものという
基準で考え、次のような業務処理を対象とした。 
                                                        
1 授業補助員は、授業や演習のサポートを行う学部生であり、
教員推薦や公募による候補者の中から選定される。勤務形
態はアルバイトである。 
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・申請に関わる業務処理 
休暇中に大学の備品の借用申請や授業補助員の業務実
績を記入した活用表の提出を行う際、現状では申請者が
作成した書類を承認者のもとに持参して、その場で確認
作業をした上で提出を行う必要がある。持参に関する地
理的・時間的制約が工数や処理の完了までの時間に影響
を与えると感じる場合がよくある。また、申請者が備品
予約申請を行った後のステータス確認ができないことや、
申請の内容や管轄によって異なる申請フローの場合分け
が利用者に周知されておらず、窓口に問い合わせて初め
て判明するようなケースもしばしばある。 
このように現状の申請処理における作業は、申請する
側と承認する側に影響(工数増加や待ち時間による処理
完了までの時間の遅延など)を与えている場合がある。申
請者におけるものとしては申請を窓口で行う必要がある
のでそのための書類作成（手作業）、書類持参などの作業
が必要となり、また承認時に担当者が不在であれば処理
の停滞が発生する。承認する管轄が異なれば処理完了ま
での時間がより多くかかる場合が発生する。さらに、承
認者側においては、申請者が来たときは業務を中断して
対応する必要がある。このように、現状では、申請処理
の制約が、両者に対して、他の業務や作業などに影響を
与える可能性があり、この問題を解消できれば得られる
効果は大きいと考えられる。 
・登録に関わる処理 
上級学年への進級に伴う専攻コース F2 F分けの登録や授
業補助員への登録について、紙媒体で行われている作業
が多く、学生が記入した内容をデータとして他の部署で
入力するなど、重複した処理が存在してきた。（現在では、
プロジェクト募集などの処理についてポータルシステム
のアンケート機能を活用するなど一部作業についてはシ
ステムを利用している。）また書類の提出や情報の確認を
大学内でしか行えないことによる制約も存在している。 
こうした登録に関わる処理は、書類を作成する際に手
作業で行うことによる登録作業そのものの手間の存在や
重複した処理の存在による工数の増加、地理的な制約に
よる処理時間の遅延などの影響が考えられる。他にも処
理に手間がかかることから、授業補助員を行わないとい
った学生の存在も考えられる。 
・連絡事項などの情報の伝達に関わる処理 
学生が連絡事項の伝達に関わる作業について、現状で
は連絡の伝達先が複数存在しているため、内容確認の際
の手間やそれに伴う情報の見落としなどが生じる可能性
がある。学生に対して送られる連絡事項は学内の掲示板
のほか情報システムを使用して行われるが、各組織が連
絡に使用しているシステムが異なり、それぞれにログイ
                                                        
                                                       2 ネットワーク情報学部では、2008 年度まではコース制を
とっていたが、2009 年度より 8 つのプログラム制に変更に
なっている。 
ンが必要となるなど、連絡を確認するまで要する作業が
増加している。他にも連絡手段が複数存在していること
によって探している情報の所在がわからないことが発生
し、そのことによって検索に時間を必要とするだけでな
く、情報までたどり着かない場合もある。 
こうした連絡事項などの情報の伝達に関わる処理は情
報を受け取る側の学生だけでなく、情報を送る側である
教職員にも影響を与える可能性がある。学生が連絡を確
認しなかった、あるいはできなかった場合、情報の再掲
示あるいは個別連絡を行う必要が生じるだけでなく、回
答待ちの時間により作業が滞ってしまうなど、連絡を送
信する側の作業が増えることになる。 
 
３． 2B既存技術調査 
本研究の目的は、業務プロセスの改善を伴ったワーク
フローツールの導入による業務の問題解決である。その
ため、既存技術についてはプロセス改善のためのモデリ
ング手法と、ワークフローツールについて調査を行う。 
6B3.1. ワークフローツール 
財部はワークフローを、「ある目的を達成するために必
要な業務F3Fの流れを自動化し、管理するしくみ」と定義し
ている[2]。本研究では、ワークフローツールを、Webを
利用して上記ワークフローを実現するソフトウェアをさ
すものとする。 
7B3.1.1. ワークフローツールの機能  
ワークフローツールの基本的な機能は「開発・設計機
能」、「実行・監視機能」、「実績分析・評価機能」の 3 つ
に大別できる[2]。その中でも開発設計機能は「フォーム
デザイン機能」と「ワークフローデザイン機能」の 2 つ
に分けることができる。そのうちフォームデザイン機能
は稟議書や申請書類などのフローに流すドキュメントを
作成するためのものである。ワークフローツールのフォ
ームデザイン機能にはサンプルのテンプレートが用意さ
れており、容易にドキュメントを作成することができる
ようになっている。主なドキュメントフォームのサンプ
ルとして人事総務部門で使用する勤怠に関わる申請書や
オフィスワークで使用する出張や購買に関わる申請書な
ど多数用意されている。これらドキュメントは、クライ
アント上でフォームを作成した上で、ワークフローサー
バにアップロードすることによって運用されていく。そ
の順序やルールを定義していく機能がワークフローデザ
イン機能である。順序を定義していく際、ワークフロー
ツールには視覚的にルート定義を行えるような機能がつ
いている。製品の中には承認者の指定を個別に行うだけ
でなく、自動的に判断する機能や申請内容に応じて分岐
 
3 ここでの業務とは複数の部門に関わる業務（決裁業務な
ど）を対象としている。 
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させる機能を有しているものもある。また、差し戻しや
代理申請、一括承認などフローデザイン機能内のワーク
フロー定義機能も充実している。現在のワークフローツ
ールには内部統制への対応が求められるようになった頃
から、業務の標準化や手順化による透明化の確保がより
必要になった。そうした要求に応える機能が実行・監視
機能、実績分析・評価機能である。実行・監視機能には、
ワークフローが定義通りに動いているかを監視する機能
や業務毎の実行ステータスを監視、表示機能があり、稼
動データを自動で収集している[2]。他にも、業務の作業
ログを残すことで、過去の業務の追跡ができるように作
業ログデータを収集する機能もある。 
 実績分析・評価機能にはワークフローツールの稼働に
関する分析機能とワークフロー設計に関するシミュレー
ション機能がある。稼働に関する機能は、上記の実行・
監視機能によって収集されたログデータを分析・解析す
ることで、ワークフローツールの稼働評価を行う機能で
ある。シミュレーション機能とは立案された設計案をソ
フトウェア上で仮想的に実行させるワークフロー設計を
支援する機能[3]である。 
8B3.1.2. ワークフローツールの種類 
 実際にワークフローツールを導入する際には複数の手
段があり、概して 2 つに大別できる。1 つはワークフロ
ー専用ツールの導入であり、もう一方はグループウェア
統合ソフトウェア（以下グループウェア）や文書管理ソ
フトのオプション機能としての導入である。ワークフロ
ー専用ツールとは、他の母体ソフトウェアを必要としな
い独立のワークフロー管理専用ソフトウェア製品として
存在する[3]。専用ツールの導入にはもちろんコストや期
間がかかるが、ワークフロー管理に必要な機能は充実し
ており、また必要に応じてカスタマイズ可能な製品も存
在する。 
オプション機能としての導入については、専用ツール
の導入よりコストは少なく済む場合が多い。グループウ
ェアのオプションとしてのワークフロー機能は、ワーク
フローツールの導入と比較して詳細な申請ルートの定義
ができない場合が多いが、各種ドキュメントの申請や回
覧を自動化することによって、申請に関する処理を削減
していくことができる。また文書管理ソフトのオプショ
ンとしてのワークフロー機能は、文書の自動作成や保存
管理を目的としており文書の作成や承認、登録、検索と
いった一連のプロセスにより、ワークフローを実現でき
る。さらに文書管理ソフトの中には、スキャンした文書
をワークフローの添付文書として回覧、追記、捺印など
ができるワークフローを標準機能として提供している製
品もある。これらオプションとしての製品は専用ツール
と比較して、申請書を回す順番に申請先を登録していく
だけなど、機能面で劣ることが多い。 
これら以外にも ERP システムなどのワークフロー機
能といったものもあるが、それらは、あくまで基幹シス
テムの一部であり、基幹業務全体の再構築の中で検討さ
れるものである。 
 
  
  
表 1  ワークフローツール導入事例 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
企業名 導入製品 目的 範囲 導入効果
株式会社 NTT アド SmartWorkflow 作業依頼申請の効率化 情報システム部 ペーパーレス化
誤入力の削減
作業の可視化
作業負荷の軽減
株式会社日本航空インターナショナル SmartWorkflow 安全情報レポートの一元管理 グループ各社 システム開発期間・コストの減少
航空安全体制の整備強化 安全情報の起票・承認の共有による安全運航体制の維持
Web ベースへのワークフローシステムへ根本的な移行
報告書のデータスキーマの統一
いちよし証券株式会社 SmartWorkflow 金融商品取引法への対応 － 金融商品取引法に対応した内部統制の実現
株式会社NTTクリオス OpenCube lite2008 決裁業務の効率化 全社的 追跡業務の負担軽減
業務の標準化 各拠点間の業務統一
機密性の高い文書のセキュリティ強化
株式会社早稲田アカデミー OpenCube lite2008 決裁案件の迅速化 全社的 稟議書の決裁の高速化
電子決裁による意思決定の迅速・省力化 学習塾品質の維持・向上
シービー・リチャードエリス株式会社 OpenCube lite2008 業務プロセスと情報共有インフラの改善 全社的 法務相談システム・営業起案システムの業務改善
コンプライアンス面での業務改善・決裁プロセスの迅速化
プラスロジスティクス株式会社 パソコン決裁DocGear 承認スピードの向上 全社的 承認スピードの向上
保管コストの削減 機密回覧文書の取り扱いの簡略化
紙文書の削減 文書検索での手間削減
ペーパーレス化による保管コストの削減
焼津水産科学工業株式会社 パソコン決裁DocGear 書類の共有と捺印 全社的 稟議書や事前協議所の書類所在の明確化
事前協議所の承認プロセスの改善 問い合わせの手間の軽減
業務プロセスの改善
エプソンサービス株式会社 パソコン決裁DocGear 承認業務の改善 決裁の迅速化
決裁権限の明確化 承認プロセスの改善
外出先での決裁による業務の迅速化
株式会社淺川組 パソコン決裁DocGear 取引先との契約の迅速化 全社的 契約プロセスの迅速化
印紙代の削減 紙出力や郵送費等のコスト削減
発注契約に関わるコスト削減 事務処理の改善
介護老人福祉施設 十符・風の音 Stampless 施設職員のデスクワークの効率化 全社的 デスクワーク時間の短縮
申請業務の改善 書類保管の不要
ペーパーレス化 情報の検索の簡素化
情報の共有 コミュニケーションのスピードアップ
株式会社北海道新聞社 Stampless 社内稟議書の決裁迅速化 全社的 決裁の迅速化
進捗状況の確認
株式会社奥村組 MajorFlow for.NET ルーチンワーク削減 全社的 人事部の作業手順の簡素化
ペーパーレス化によるコスト削減 ペーパーレス化によるコスト削減
書類送付の不要による業務改善
フィールド修理
サービス部
9B出所：ホームページなど各種資料より作成 
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10B3.1.3. ワークフローツールの効果 
ワークフローシステムの導入効果として、財部は①業
務処理時間の短縮、②業務管理の効率化、③作業手順の
明確化、④業務プロセス改革(BPR)の実現効果をあげて
いる[2]。財部は上記 4 つの効果について次のように述べ
ている。業務処理時間の短縮は、時間、場所の制約を軽
減した業務プロセスによる効果である。紙から電子情報
になりネットワークを通して回覧できることにより転送
（持参や郵送など）の時間が大幅に短縮でき、遠隔地か
らでも即時に依頼先に届けることができる。次に処理待
ち時間も大幅に改善可能である。作業者にいつ届き、い
つまでに処理しないといけないか、作業者がいつ処理し
たかが明確に指示され記録される。業務管理の効率化は、
業務の進捗状況の把握を容易に行えるなどの効果である。
今、依頼業務がどの部署のどの担当者のところにあり、
いつまでに処理されないといけない状況にあるか、いま
担当者がどれだけの処理待ち業務を抱えているかが一目
瞭然である。また部署全体、担当者毎の業務量、処理効
率が把握できる。これを活用し、業務の平準化、適正な
担当者配置が可能となる。作業手順の明確化は、業務規
則、業務手順をシステム化することにより作業内容が明
確化すると同時に、作業者がそれら内容を意識せずに確
実に実行できる。BPR の実現効果は、現状の作業実態が
定量的かつ継続的に把握できることにより、業務プロセ
スと個別作業そのものの効率化の視点が提供される。業
務間にまたがる業務のリードタイムが定量的に分析され
てでてくることにより、改善もしくは改革すべき業務プ
ロセスがどれかが明確となる。また業務処理の効率性、
生産性が定量的に解析されることにより、改善を必要と
する業務が明確になる。実績データが単なる時間データ
だけでなく、コストデータとして解析表示できる場合に
は、付加価値の少ないアクティビティの削減に対するヒ
ントも同時に提示してくれる。 
そこでこれら効果項目を詳細化し、さらに現在の実態
に合わせ⑤業務の透明化の項目を追加して、導入事例を
分析・整理したものが表 1 である。業務の透明化は、作
業履歴を確認できることによる効果であり、申請中に書
類の訂正や修正、差し戻しが行われた際、いつ誰が行っ
たかを履歴から確認することも可能となり、問題が発生
した場合、発生箇所までたどって確認することができ、
頻繁に修正が行われる業務に対しては、修正が必要とな
る別の原因などを分析して、改善提案を行うなどに利用
される。また、作業履歴を残すことで、適正な権限者に
よって承認された決裁文書であるかを後々になっても確
認することができるようになり、不正に対する防止にも
貢献する。 
また、これらの事例について、効果の種類をまとめた
のが表 2 である。表 2 を見てみると、業務処理時間の短
縮効果について、決裁の高速化や承認スピードの向上、
外出先での決裁による業務の迅速化といった効果が得ら
れている。また、業務管理効率化についても書類（稟議
書など）や所在の明確化、進捗状況の確認といった効果
が得られているように、現在でもワークフローツールの
効果に対して当てはまる事例が多数存在している。 
さらには、ワークフローツールの効果として表 2 に記
載されている改善効果の他にも業務を電子化することに
よって得られる効果も見られる。例えば、紙を使用した
業務を電子化することで、従来まで必要としていた紙が
削減され、書類の保管に関わるコストを削減することが
できるようになる。また保管されていた書類の検索の際
の作業負荷の軽減や申請書の郵送に必要としていたコス
トについても不要となる。 
表 2 ワークフローツール効果の比較 
効果 改善効果 
業務処理時間短縮
稟議書の決裁の高速化 
コンプライアンス面での業務改善 
決裁プロセスの迅速化 
承認スピードの向上 
外出先での決裁による業務の迅速化 
契約プロセスの迅速化 
デスクワーク時間の短縮 
業務管理効率化 
作業の可視化 
作業負荷の軽減 
書類（稟議書など）や所在の明確化 
進捗状況の確認 
作業手順の明確化
誤入力の削減 
金融商品取引法対応の内部統制の実現
各拠点間の業務統一 
事務処理の改善 
人事部の作業手順の簡素化 
BPR の実現効果 
学習塾品質の維持・向上 
法務相談システムの業務改善 
営業起案システムの業務改善 
業務プロセスの改善 
業務の透明化 
追跡業務の負担軽減 
機密性の高い文書のセキュリティ強化 
機密回覧文書の取り扱いの簡略化 
11B出所：ワークフローツールの説明書や文献などの各種資料をもとに集約して作成 
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12B3.2. モデリング手法 
業務プロセスの改善おけるモデリング手法は、システ
ム自体のモデリングと、システム化の対象となる業務の
モデリングに分けられる。システム自体のモデリングは
システム設計の際に行われる方法であり、主にシステム
構築の一環として行われる。それに対し、システム化の
対象となる業務のモデリングは、ITツールの導入を伴う
業務の改善の際に行われる方法である。業務モデリング
の手順としては、現状の業務について機能やオブジェク
トをプロセスと関連させてプロセスを描くことで、改善
後のプロセスを設計していく。その際に使用されるのが、
モデリングツールである。例としてEAWF4F やJUDEがあ
げられるがそれらは IDEF（ Integrated DEFinition 
methods）やUML（Unified Modeling Language）とい
ったモデリング手法に準拠した製品となっている。UML
は他のクラス図などとの一貫性を保ちやすいという利点
があるが、エンドユーザには業務の流れがわかりにくい
部分がある。IDEF0 はエンドユーザにも比較的わかりや
すく、部門ごとの業務の改善の検討などに用いられる。 
図 1 IDEF0 の表記法とダイアグラムの階層化 
 
呼ばれ、企業や組織における活動を機能的な側面から体
系付けられた静的モデルとして構築する技法である[5]。
つまりある活動に対してその活動が持つ機能やそれに関
わるオブジェクト、役割の関係性を表現する。IDEF0 の
特徴と言えるのが階層構造による業務のモデリングが可
能な点である。主題となるアクティビティを最上位に置
き、必要に応じた詳細さまで分割して表現することがで
きる。IDEF0 におけるダイアグラムの表記法は図 1 に示
す通りである。 
本研究にてモデリングを行う目的はシステム設計では
なく、現状のプロセスを整理し、改善プロセスを検討す
ることであるため、①描いた図の読み取りに特定の知識
必要としない点、②エンドユーザから見やすい点（イン
タビュー時に FD 事務室からも全容がわかりやすいとの
コメントを得た）から、IDEF0 による業務モデリングを
行う。そのため、本論では IDEF について調査し、その
中でも特に IDEF0 について特に調査を行う。 
 
４． 3B適用ケーススタディ 
本章では、ケーススタディを行った業務のうち、FD
事務室が担当する業務である授業補助員に関する手続き
などの事務処理についてワークフローツールの適用の可
能性を確認していく。適用の手順は、対象としている業
務の現状を把握し、分析し改善余地を抽出することで、
ツールを適用した改善効果を試算する。その際、組織と
しての体制を調整する可能性も考慮しておく必要がある。
例えば、承認者が不在の際における代理承認権限の範囲
の検討などが必要となる。業務プロセスの変更に伴って
部門によって部分的に業務量が増えた場合、業務量の最
適化や人員の再配置を行うといった全社的な最適化が必
要となるといったことは業務改革について一般的に語ら
れていることである[6]。ツールに無理に体制を合わせる
必要はないが、ツールを用いた効果を上げつつ、担当者
も業務を行いやすく、時間的な効率もあがるような調整
が必要であることを考慮することが前提となる。 
13B .2.1. IDEF（IDEFファミリー） 
IDEF0 と は 1970 年 代 に 米 国 空 軍 の ICAM 
(Integrated Computer Aided Manufacturing）プロジ
ェクトによって発表された手法であり、空軍が調達する
航空機等装備品の製造や調達業務にコンピュータを効率
的に活用し製造生産性を向上させることを目的としてい
た[4]。IDEF はモデリングする対象を機能的側面、情報
／データ的側面、作業プロセス的側面などの観点から捉
えることで、さまざまな特徴を有する対象を表現するこ
とができる。ソフトウェアの設計や構築、運用に使用さ
れるほか、ビジネスプロセスを図示し企業活動の分析に
利用されるほか、BPR や CALS に活用されている。IDEF
ファミリーにはいくつかの手法が定義されており、一般
的によく活用されるのが、機能的側面を持つ IDEF0、情
報/データ的側面を持つ IDEF1/1X、作業プロセス的側面
を持つ IDEF3 である。 
 
 
14B3.2.2. IDEF0 
IDEF0 は機能モデリング手法、アクティビティ手法と
                                                        
4 EAW(Enterprise Architect Workbench)：KBSI 社によっ
て開発された IDEF ベースのモデリングツール製品。 
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15B4.1. IDEF0による業務モデリングと適用内容 
 本研究でケーススタディを行う授業補助員に関わる業
務のうち、ここでは主に学生が関わる部分として、①授
業補助員の登録に関わる業務、②授業補助員の活用F5Fに関
わる業務の授業補助員活用記録F6F（以下、活用表と記す）
の提出、③給与の支払いについてそれぞれ、IDEF0 で現
状業務（As-Isプロセス）と改善案（To-Beプロセス）を
記述し、プロセスの変化による改善効果を検討する。授
業補助員の活用に関する業務の概要は、授業補助員を行
っている学生は約 300 名、補助員を活用している授業は
約 500 科目という業務である。なお、ここで記したAs-Is
プロセスは、取材時の現状であり、必ずしも、現在の最
新を指すものではない。 
16B4.1.1. 授業補助員の登録に関わる業務(As-Is) 
現状の業務プロセスでは、授業補助員の登録に関する
業務は募集情報の確認、FD 事務室での登録、採用結果
 
5 FD 事務室では学生が授業の補助を行う一連の業務を「活
用」と定義しているため、本研究でも補助員に関わる業務
を活用すると定義している。 
6 学生が授業補助の業務実績や業務内容の報告を行う書類
であり、書かれた実績に基づいて補助員の給与が支払われ
る。「授業補助員活用記録」の書類については、2011 年度
より「授業補助員業務記録」に名称が変更されている。 
の通知というプロセスで行われている（図 2）。 
募集情報確認のプロセスでは、学生は授業補助員に応
募する場合、事前に掲示されている募集情報を確認し、
希望する授業があれば登録のため FD 事務室に向かうこ
とになる。募集情報があるのは、学内に設置されている
掲示板のみであり、学生が募集情報の確認を行う際には
実際にその場に行く必要があるため地理的な制約が発生
している。 
次に FD 事務室にて登録を行う（図 3）が、登録は現
状では FD 事務室内でのみで実施可能なため、登録に対
して地理的・時間帯的な制約が存在している。また、募
集のステータス管理（空き状況など）を管理用の用紙に
名前を記入することで行っているため、学内に掲示して
ある募集情報に定員の締め切りなどの情報が加えられる
のが遅れる可能性がある。そのことで、学生が確認した
時点での情報が最新であるとは限らず、FD 事務室にて
希望する授業に登録が可能か問い合わせる手間が発生す
ると共に、すでに定員が満たされていた場合、FD 事務
室を訪問して初めて情報が得られるなどといった状況も
発生する可能性がある。希望する授業に登録が可能な場
合、登録の手続きを行うことになる。登録は指定の登録
用紙に手書きで記入して行うため、手書きによる記入の
手間が発生していると共に、学生が記入した登録情報を
FD 事務室がデータ入力するという重複した業務が発生
する。 
I2
M2M1
O1
M3M4
I1
採用結果を通
知する
A125
会議を行う
A124
登録を行う
A123
授業の空き時
間を確認する
A122
募集要領を確
認する
A121
採用の可否
採用結果
補助員を行う予定の学生
登録した学生の情報
希望授業と空き時間の不一致
希望授業と空き時間の一致
登録された授業の情報
希望する授業
先生FD事務室ワークフローツール学生
図 5 補助員業務を実施する学生の登録(To-Be) 
(Activity A12) 
O1
I2
I1
M2
C1
M3
C2
M1
登録内容をデ
ータ入力する
A1234
登録用紙に手書
きで記入する
A1233
希望授業の空
きを確認する
A1232
FD事務室に行く
A1231
登録した学生の情報
補助員を行う予定の学生
記入された登録用紙
希望する授業 希望授業
学生の訪問
端末
希望授業と空き時間の一致
FD事務室
FD窓口時間
学生
図 3 FD 事務室での登録手続き(As-Is) 
(Activity A123) 
図 4 採用結果の通知(As-Is) 
(Activity A125) 
O1
M1M3M2
I1
I2
学生に採用結
果を送る
A1255
採用通知書類
を作成する
A1254
先生に採用結
果を送る
A1253
登録用紙をコピ
ーする
A1252
採用結果をまと
める
A1251
採用通知書類
採用の可否
コピーされた登録用紙
登録した学生の情報
採用結果 まとめられた採用結果
学生先生FD事務室
I2
M2
C1
O1
M1M3M4
I1
採用結果を通
知する
A125
会議を行う
A124
FD事務室にて
登録を行う
A123
授業の空き時
間を確認する
A122
募集要領を確
認する
A121
採用の可否
採用結果
補助員を行う予定の学生
登録した学生の情報
希望授業と空き時間の不一致
希望授業と空き時間の一致
登録された授業の情報
希望する授業
先生
FD窓口時間
FD事務室
端末学生
図 2 補助員業務を実施する学生の登録(As-Is) 
(Activity A12) 
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採用結果通知のプロセス（図 4）では、登録した学生
の採用結果を、授業を担当している教員と登録した学生
に通知する。その際、教員には学生の記入した登録用紙
のコピーを、学生には採用結果の通知書類を送る。その
ため、学生の記入した登録用紙をコピーする手間と費用
が発生しており、また学生に送る採用通知書類の作成も
必要となり、さらにはこれらの郵送にかかる費用も発生
している。 
17B4.1.2. 授業補助員の登録に関わる業務(To-Be) 
 提示する改善案（図 5）では、承認者を FD 事務室と
してワークフローツールの申請機能を使用し業務を行う
ことで、現状の FD 事務室での募集と応募のマッチング
の確認や登録における地理的・時間帯的な制約が解消さ
れ利便性が向上する。また電子化した書類を運用するこ
とで、手作業で行っていた確認業務を削減することがで
きる。その結果、業務プロセスの数が削減され、登録に
関わる業務プロセス全体が簡素化されると考えられる。 
まず募集情報を確認する際のプロセスについては、掲
示板で見たものをワークフローツールで登録するだけで
は業務プロセスの改善効果はあまりみられない。そのた
め、ワークフローツールの導入に対して、募集情報の情
報を Web 上で確認できるようにしておくことで、確認に
おける制約が除去されると共に最新の募集情報を得るこ
とができるため、学生が FD 事務室にて希望授業の空き
状況を確認する必要もなくなる。 
また、授業補助員に登録する際も FD 事務室に訪問す
る必要がなくなることで登録に関わる制約が除去され、
場所や時間に関係なく登録の作業が可能となる。 
ワークフローツールを使用した登録が可能となること
で、学生の登録処理に要する時間が削減されると共に、
学生の登録に対して FD 事務室が応対する必要なくなる
ことで、業務を中断する必要がなくなる。さらには電子
化した申請書を使用することで、学生の登録した情報を
転記する必要がなくなるため重複した業務を除去するこ
とができる。結果として学生だけでなく FD 事務室の手
続きに関する手間が削減されることで作業負荷を軽減す
ることができる。 
採用結果の通知では、会議F7Fの結果を元に、申請に対し
て決裁を行うことで、自動で申請者に結果が通知される。
そのため、登録書類のコピーや採用通知書類の作成、郵
送といった業務がなくなることで、かかっていた費用が
削減される。 
 
                                                        
7 授業補助員の活用を希望する授業が基準（履修人数・授
業形態など）を満たしているかどうかを判断する会議。 
O1
O2
I1
C1
M4M1M2M3
FD事務室が承認
する
A223
先生が承認す
る
A222
活用記録表に
記録する
A221
補助員活用情報
承認された活用記録表
先生の承認済みの活用記録表
業務実績 未承認の活用記録表
FD窓口時間
FD事務室先生
学生
端末
図 7 業務実績の管理(As-Is) 
(Activity A22) 
O1
M2M1
I1
先生が捺印す
る
A2224
記入内容の確
認を行う
A2223
先生に提出す
る
A2222
先生の在室を
確認する
A2221
先生の承認済みの活用記録表
未承認の活用記録表 先生の許可
研究室へ持参
先生の在室
先生学生
図 8 教員による業務実績の承認(As-Is) 
(Activity A222) 
I2
O1
M1M2M4M3
I1
学生に採用結
果を伝える
A1253
先生に採用結
果を伝える
A1252
採用結果をまと
める
A1251
採用の可否
登録した学生の情報
採用結果 まとめられた採用結果
学生
ワークフローツール
先生FD事務室
図 6 採用結果の通知(To-Be) 
(Activity A125) 
C1
O1
O2
M1 M2
I1
活用表を受理
する
A2233
活用記録表の
記入内容の確
認を行う
A2232
FD事務室へ提出
A2231
承認された活用記録表
補助員活用情報
先生の承認済みの活用記録
表 FD事務室の許可
FD事務室へ持参
FD窓口時間
先生
FD事務室
受付時間内
図 9 FD 事務室による業務実績の承認(As-Is) 
(Activity A223) 
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18B4.1.3. 補助員の業務実績表に関わる業務（業務実績表の
提出）(As-Is) 
補助員の業務実績表の提出に関する業務については、
授業補助員が実際に授業で補助業務を行い、各月の最終
授業終了後に活用表に業務内容や活動時間を記入し、教
員や FD 事務室に提出する業務である。現状の業務プロ
セスでは、学生が記入した活用表を教員に提出し承認を
受け、教員が FD 事務室に提出することで行われる（図
7）。 
学生が活用表に記入するプロセスにおいて、現状では
活用表を印刷するか、あるいは FD 事務室にて受け取り、
手書きで記入する必要があり、記入の時間がかかってい
るだけでなく、業務実績の合計時間などの記入の間違い
が多くなっている。 
教員に活用表を提出するプロセス（図 8）では、学生
は授業を担当する教員へ活用表を持参し承認を受ける必
要があり、それに関連して在室確認等の手間が発生して
いる。また、この業務が各月の最終授業後から月末まで
の短期間に完了させる必要があることから、書類を持参
するためだけに大学へ登校し担当の教員に提出する必要
があるなど、地理的・時間帯的な制約も発生している。 
さらには教員が担当している授業で複数の補助員を活
用している場合や複数授業で補助員を活用している場合、
それぞれの学生が提出した活用表を個別に確認する必要
があり、承認を行う際の内容確認に手間が発生している。 
またこの時点で記入内容に間違いがあった場合、学生
は印刷や記入による書類の作成から、在室確認、提出と
いったプロセスをはじめから行う必要があり、書類の提
出に要する工数が増えるだけでなく、業務完了までの時
間が長くなる。 
FD 事務室が承認するプロセス（図 9）は、授業を担当
している教員が学生から提出された活用表を FD 事務室
に持参し、承認を受けることで行われる。そのため現状
では、地理的な制約が存在すると共に、FD 事務室の受
付時間内でなければならないため時間帯的な制約も存在
している。 
19B4.1.4. 補助員の業務実績表に関わる業務（業務実績表の
提出）(To-Be) 
改善案（図 10）では、ワークフローツールにより書類
が自動で次の承認者へ送られるため、書類持参の必要が
なくなり、承認者する教員や FD 事務室も含めて全体の
手続きの数が削減されることで工数の削減も可能となる。 
 まず、学生が授業の担当教員に活用表を提出する際、
ワークフローツールによって自動で書類が送られるため、
在室確認や書類の持参の必要がなくなることで手間が削
減される。また、書類を持参するが必要なくなることで、
活用表の提出について地理的・時間帯的な制約が除去さ
れ、活用表の提出のためだけに大学に来る必要もなくな
る。これにより学生が活用表を提出する際の工数が減り、
その分の業務の時間が短縮される。 
また現状の業務で活用表の持参に要していた時間は補
助員としての活動であっても補足的な業務であり、活動
実績には含まれない。ワークフローツールによって、活
動実績に含まれない付随業務を削減するといった改善も
できると考えられる。 
活用表を承認する教員においては、学生の在室確認対
応や学生が活用表を持参した際の対応が不要となるだけ
でなく、承認する際の制約や FD 事務室への持参に関わ
る手間も削減することができる。さらに、複数の補助員
を活用している場合でも一括承認などの機能を使用する
ことで、活用表が集まった時点で確認することができる
ため、より効率的に承認業務を行うことができる。 
20B4.1.5. 給与に関わる業務(As-Is) 
 ここでは、給与に関する業務として、給与の支払いに
関する業務について記述する。この業務は活用表が FD
事務室に提出された後に行われる業務であり、月末から
月初にかけて行われる。またこの業務では関わる部門が
増え、人事の給与担当者が加わる。 
 現状の業務プロセスでは、FD 事務室が合計時間等の
内容を確認した活用表を人事課の給与担当者に送り、学
生に給与が支払われる（図 11）。  
 業務時間の確認において、現状では学生が記入した内
容を確認する際、手書きによる記入のため活動実績の合
計時間の計算間違いが多く、FD 事務室は合計時間の再
計算も含めて、内容の確認を行っている。そのため、重
複した業務によって FD 事務室の工数が増えている。 
 次に、確認された活用表が人事課の給与担当者に送ら
れるプロセスでは、給与担当者に活用表を送ると共に、
FD事務室でも活用情報の管理のため保管を行う。そのた
め、活用表をコピーしてFD事務室で保管し、本書を給与
担当者に送っている。このことは活用表のコピーに関わ
る手間や費用が発生するだけでなく、活用表の保管場所
も必要となる。また、活用表を給与担当者に送る際、学
内の運搬用の車F8Fを使用し行っている。そのため、運搬時
間が発生することで、特に締日の業務の時間に対して影
響を与えている場合があることが考えられる。例えば、
夕方の便（業務時間内）に活用表が積み込まれた場合で
も到着が業務時間外であれば、処理されるのが業務時間
外あるいは翌日になってしまうため、処理時間が遅延す
る可能性がある。さらに現状では、給与担当者に送られ
た活用表の情報はデータ入力されるため、このプロセス
でも重複した作業が発生している。 
 
                                                        
8 生田校舎と神田校舎間での荷物の運搬に使用される運搬
用の車であり、1 日 2 回運搬を行っている。 
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図 11 給与の支払い(As-Is) 
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人事課の給与担当者に活用表を送る際にもコピーと、
それに伴う費用が必要なくなり、給与担当者も重複した
データ入力の業務が削減される。このことにより作業負
荷が軽減され、工数についても削減される。また、ワー
クローツールにより活用表の運搬の時間が短縮されたこ
とで、給与担当者も送られてきた活用表を随時処理する
ことができ、処理に必要となる時間の短縮や作業時間の
負荷分散をすることが可能であると考えられる。 
また、給与の振込みの後、給与明細の受け渡しが行わ
れるが、これも人事課から FD 事務室へ車で運搬されて
くる（図 12）。学生は給与の振込み確認後、給与明細を
FD 事務室にて受け取りに行く必要があるが、直接 FD
事務室から受け取ることになっている。そのため明細を
受け取りにいかない学生も見られ、FD 事務室では毎月
送られてくる給与明細の保管が必要となる。これらの給
与明細は、補助員の活用終了後、郵送で学生に送るため、
FD 事務室にとって、手間と費用を要する可能性がある。 同様に、給与明細も運搬の必要と FD 事務室での保管
が必要なくなり、学生にとっても明細の受け取りのプロ
セスが削除されるため、手間や制約が除去される。さら
には FD 事務室においても学生の明細受け取りの応対の
必要がなくなり、時間的なメリットが得られる。 
21B4.1.6. 給与に関わる業務(To-Be) 
 改善案（図 13）では、ワークフローツールにより Web
を利用して活用を電子的に次のルートに届けるため、コ
ピーや車での運搬といった補足的な業務が不要となり、
業務全体が簡素化されると考えられる。 
また、ワークフローツールにチェック機能を持たせる
ことにより、入力ミス（業務実施日と曜日の組み合わせ
の誤り、合計作業時間、正しい業務時間帯であるかなど）
については、入力時にみつけられ、その場で入力訂正で
きるので、提出してから、曜日の記入ミスの訂正のため
に、FD 事務室に印鑑を持参するというケースもなくな
るものと思われる。 
 業務内容の確認では、電子化された書類を扱うため合
計時間の計算を自動で行うよう設定しておくことで、再
計算の必要がなく、業務内容や活動実績の妥当性の確認
に現状で要していた時間を振り当てることができ、作業
負荷も軽減することができる。 
 また活用表の扱いについても保管場所の確保が必要な
くなり、過去の活用表の検索の必要が生じた場合でも、
検索機能などを使用することによって作業負荷の軽減や
処理時間の短縮ができると考えられる。 
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表 3 改善余地と改善効果の一覧 
検討事項 タイプ 改善効果案 タイプ
A112 A1122 申込用紙に手書きで記入する 手書きによる記入 作業量 A112 申請書を作成する 時間の削減 工数
A113 A1131 FD事務室へ持参する 持参による手間 作業量 A113 申し込み申請をする 持参手間の削減 工数
窓口時間の制約 制約 業務期間の短縮 工数
A114 申し込み内容のデータ入力 入力作業の発生 作業量 A114 FD事務室が申し込みを承認する 重複情報入力の削除 工数
A121 募集要項の確認を確認する 学内のみでの閲覧 制約 A121 募集要項を確認する 制約の除去 制約
A123 A1231 FD事務室に行く 訪問する手間 作業量 A123 登録を行う 訪問手間の削減 工数
時間的制約 制約 制約の除去 制約
地理的制約 制約 情報確認の削減 作業負荷
A1232 希望授業の空きを確認する ステータスの確認による手間 作業量 重複業務の除去 作業負荷
A1233 登録用紙に手書き記入する 手書きによる記入 作業量
A1234 登録内容のデータ入力 入力作業の発生 作業量
重複した業務の発生 作業量
A125 A1252 登録用紙をコピーする コピーによる手間 作業量 A125 A1252 先生に採用結果を伝える 作業手間の除去 作業負荷
A1253 先生に採用結果を送る 郵送費用の発生 費用 費用の削減 費用
A1254 採用結果通知を作成する 書類作成の手間 作業量 A1253 学生に採用結果を伝える 作業手間の削減 工数
A1225 学生に採用結果を送る 郵送費用の発生 費用 費用の削減 費用
A221 A2212 活用記録表に手書きで記入する 手書きによる記入 作業量 A221 活用記録表に記録する 時間の削減 工数
重複業務の削減 工数
A222 A2221 先生の在室を確認する 確認作業による手間 作業量 A222 先生が承認する 確認手間の除去 作業負荷
A2222 先生に提出する 持参による手間 作業量 持参手間の削減 工数
地理的制約 制約 制約の除去 制約
時間的制約 制約 一括承認による効率化 作業負荷
A2223 記入内容の確認を行う 個別確認による手間 作業量 業務期間の短縮 工数
A2224 先生が捺印する 地理的制約 制約
A223 A2231 FD事務室へ提出する 時間的制約 制約 A223 FD事務室が承認する 持参手間の削減 工数
地理的制約 制約 制約の除去 制約
持参による手間 作業量 業務期間の短縮 工数
A231 A2311 業務内容を確認する 人の手による合計時間の確認 作業量 A231 業務内容・時間の確認を行う 作業量の削減 作業負荷
情報精度 入力ミス除去 情報精度
A232 活用表をコピーする コピーによる手間 作業量 作業量の除去 作業負荷
コピー費用の発生 費用 費用の削減 費用
A233 コピーを保管する 保管場所の発生 保管場所 保管場所の除去 制約
情報検索における手間 作業量 情報検索の削減 工数・作業負荷
A234 本書を給与担当者へ送る 書類送付の手間 作業量 書類の自動送信 工数
運搬時間の発生 制約 運搬時間の除去 工数
A235 A2351 活用データ入力 入力作業の発生 制約 重複作業の除去 工数・作業負荷
入力ミスの可能性 情報精度
A235 A2351 給与明細が人事課から送られる 運搬時間の発生 制約 A235 給与明細確認を行う 運搬時間の除去 工数
A2352 給与明細の保管を行う 保管場所の発生 保管場所 保管場所の除去 制約
A2353 給与明細の受け渡しを行う 時間的制約 制約 制約の除去 制約
地理的制約 制約 受取手間の削減 工数
受け取りの手間 作業量
A31 A311 報告書を受け取る 郵送費用の発生 費用 A31 活用報告書を作成する 費用の削減 費用
A312 報告書に手書きで記入する 手書きによる記入 作業量 時間の削減 工数
A32 報告書をFD事務室に提出する 時間的制約 制約 A32 報告書をFD事務室に提出する 制約の除去 制約
地理的制約 制約 持参手間の除去 工数
持参による手間 作業量
A33 A331 意見・概要データを入力する 入力作業の発生 作業量 A33 学部長へ報告を行う 重複業務の除去 工数・作業負荷
改善余地が見られるアクティビティ数 作業量 23 改善後のアクティビティ数 工数 21
30 48.9% 15 47.7%
改善余地の割合 制約 16 作業負荷 10
69.8% 34.0% 22.7%
アクティビティ総数 費用 4 制約 8
43 8.5% 18.2%
その他 4 費用 4
8.5% 9.1%
計 47 その他 1
2.3%
計 44
To-BeAs-Is
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５． 4B効果に関する考察 また、電子化した情報を扱うことでデータの入力など
の重複した業務が除去され、FD 事務室の業務量の削減
や転記によるミスの発生などの可能性を削減することが
できる。 
 授業補助員の活用に関わる業務について、ワークフロ
ーツール適用のケーススタディによって得られた改善効
果を質的効果と量的効果に分類して示す。質的効果とは
満足度や労力の軽減、自動化によるミスの減少などの業
務の質に対する効果であり、量的効果とは金額や工数、
業務の期間など数値化できると考えられる効果である。 
情報管理への効果としては、業務に関わる書類や情報
が Web 上で管理されることで書類の保管場所が必要な
くなり、過去に補助員を行った学生の情報や業務時間な
どの検索についても容易になる。また、書類や承認ルー
トが変更された場合についても、ワークフローツール上
で様式の管理を行うことで、更新前の書類や承認ルート
への持参といったミスを減らすことができる。 
ただし、ここでの改善効果とは、ワークフローツール
の導入により、現状の業務（As-Is プロセス）から改善
案（To-Be プロセス）に業務が変化したことで得られる
効果をさす。また、これらは改善効果をより効果的に出
すために必要な組織的な考慮点として、業務プロセスを
変化させることによる業務量の増減やそれに対しての人
員の再配置などを前提としている。 
次に量的効果として考えられるものは、工数の削減、
業務期間の短縮などである。 
 工数の削減や業務期間の短縮については、質的効果と
関連して、書類の運搬やデータ入力に関わる業務を自動
化し業務量を削減することで得られると考えられる効果
である。例えば、現状で授業補助員が、書類の持参に時
間を要している場合、ワークフローツールによって自動
化されることで、活動実績に含まれない付随業務を削減
することができる。また、FD 事務室から人事課へ書類
を送る場合も、書類の運搬時間やデータ入力が削除され
ることで、工数が削減され業務にかかる時間を短縮する
ことができると考えられる。 
質的効果として考えられるものは、書類運搬や手書き
情報のデータ入力の除去による作業負荷の削減や情報管
理への効果などである。 
ワークフローツールによって登録用紙や活用表といっ
た書類の持参や運搬の必要がなくなり、それらに要して
いた時間や費用が不要となる。そのことで、補助的な業
務（研究室へ書類を持参する時間の調整など）が削減さ
れ、柔軟な業務に変化するとともに、他の業務に対する
影響を減らすことができると考えられる。 
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量的効果に関連して、今回の授業補助員の活用に関わ
る業務に対するワークフローツールの適用ケーススタデ
ィにおいて、全体としてどのような効果がどの程度見ら
れるのか分類したものが表 3 である。 
授業補助員に関わる業務について現状の業務では 43
アクティビティのうち約７割にあたる 30 アクティビテ
ィに対し改善の余地があると思われる点が見られた。そ
の改善余地をタイプ別に分類したところ作業量に関する
ものが約 5 割、制約に関するものが約 3 割存在している。
現状の業務ではこうした作業量や制約を検討事項とする
補足的な業務が存在することにより、業務全体に対し、
プロセス数の増加などの影響を与えていると考えられる。 
それに対し今回検討したワークフローツールを用いた
改善案では現状の業務で見られた改善余地に対応するこ
とで、アクティビティ数が 15 アクティビティに減少し
た。また業務が改善されたことにより得られた効果をタ
イプ別に分類にしたところ、工数に関する効果がその半
数を占めた。つまり、ワークフローツールを適用するこ
とにより、書類の持参などの補足的な業務が削除され工
数に関わる効果が多く得られ、業務全体がシンプルにな
ったことで、教職員や学生などの負担が軽減したと考え
られる。その結果として教員は教育研究に、学生は勉学に
対して、より時間を振り当てることができる。こうした
効果から機能的な側面においてワークフローツールが大
学等の教育機関においても効果を発揮すると考えられる。 
 
６． 5Bおわりに 
本研究の事例に関して、今回の取材を通じて感じたこ
とは、業務プロセスの中で、職員の方々がかなり細かな
管理や確認作業を行っており、それが機能しているのは、
職員の方々の熟練されたスキルと負荷が集中するタイミ
ングでの残業などによるものであると考えられる。企業
においても担当者のスキルに依存した業務は、業務の変
化があまりなく、人事的にも異動が少ない時には機能し
てきた。しかし、企業を取り巻く環境の変化に応じて組
織が変化し、それに伴い人材の異動が頻繁になるような
状況では、個別の人材のスキルだけに依存せずに組織と
しての効率化が図れる業務設計も重要になってくる。本
研究では、本学における業務の一部を対象としたケース
スタディを行ったが、その事例を教育機関における他の
業務に展開することが考えられる。特に本学においては、
端末操作補助や学内試験の監督補助などの授業補助員の
活用に関わる業務に類似した業務も存在しており、そう
した業務などへ適用を行っていくことで、利用規模面か
らも効果を示すことができると考えられる。 
また今回の事例研究により、授業補助員に関わる業務
における、具体的な工数削減に関わる効果が得られた。
そのため、現状の業務の工数に関する単価情報が得られ
れば、具体的なツールの導入コストと比較検討すること
で、ワークフローツールの投資対効果についての分析も
可能と考えられる。本研究では、単価に関わる情報が得
られなかったため、この部分を研究の対象外としている
が、こうした研究も実施していくことで、投資対効果面
においても効果を示すことが出来ると考えられる。それ
に関連して本研究では、個別のワークフローツールに依
存しない基本的な機能による適用可能性を検討したが、
本来であれば製品の機能も含め、業務に対しての適用可
能性の効果を検討することが必要である。そのため、機
能面での要求や導入にあたっての製品の選定に関わるよ
うな部分（業務プロセスが変わっていく中での申請書フ
ォームの柔軟な変更など）の事項の洗い出しについて今
後実施していきたいと考えている。さらに、本研究で今
回検討した改善案では、業務プロセスの変更に伴う人員
などのリソースの再配置や業務量等の最適化、さらには
承認者不在の場合の代理権限の範囲の検討などの組織と
しての体制の整備を前提としている。今後の研究として
は、リソースの再配置などワークフローツールの効果を
より効果的に得られるような組織としての体制整備のた
めの考慮点に関するテーマなども今後の展開として考え
られる。 
また、大学における学習という観点で考えてみると、
業務システムに関する実践的な演習や研究には次のよう
なパターンがあると考えられる。一つは企業を題材にし
たケーススタディ（いわゆるケースメソッドとして題材
となる企業の状況などが記載されたケースをもとに、演
習を行う方法）であり、もう一つは学生にとって身近な
実在する業務を題材にするものである。後者は現実の問
題を分析することによって、得た経験を企業の業務にも
展開できることになる。今回は後者のパターンの研究で
あったが、それによって、実在する現場の状況をみなが
ら IT の適用による問題解決の可能性を検討することが
できた。この研究を通じて学生として経験から得られた
スキルは、社会に入ってからも、その時々に接する業務
と、学生時代の経験を対応させて結びつけることで、よ
り深い視点で業務をみることができるように感じられる。
例えば、社会人としての普段の業務に関して、顧客先の
業務や自分の所属する業務をみていても、現状の問題は
何か、そもそもこの業務プロセスの本来の目的は何か、
目的を達成するためには、業務の流れや手順をどう整理
すればよいのか、といった視点でみることができる。問
題が発生している原因についても、学生時代の研究によ
って得られた知識と経験的な感覚から、いくつかのパタ
ーンを想起することができる。そして、それらの原因別
に IT を活用したソリューションについても想起しやす
いと感じられるのである。実践的なテーマを扱うことで、
学生時代の研究自体も充実感を得られる上に、その後の
社会人としての立場においても役立っていると実感して
いる。このように本研究は、ワークフローツールの適用
可能性についてだけでなく、実践的なテーマを扱う学習
の意義についても確認できた機会であったと考えられる。 
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